
一定の業種及び規模の事業場ごとに安全委員会を設けなければなりません。また、業種を問わず常時５０人以上の労働者を使用する事業場では衛生委員会を設けなければなりません。
安全委員会、衛生委員会の両方を設けなければならない事業場にあっては、これに代えて安全衛生委員会を設けることができます。

これらの委員会を設けることが義務づけられていない事業場においても、安全又は衛生に関する事項について、関係労働者の意見を聴くことは重要なことであることから、事業者は、関係労働者の意見を聴くための機会（安全衛生の委員会、労働者の常会、職場懇談会など）を設けるようにしなければなりません。
「一定の業種及び規模の事業場」とは
· 林業、鉱業、建設業、製造業（木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、金属製品製造業及び輸送用機械器具製造業）、運送業（道路貨物運送業、港湾運送業）、自動車整備業、機械修理業、清掃業にあっては使用労働者５０人以上
· 上記以外の製造業、上記以外の運送業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業にあっては使用労働者１００人以上
①　安全委員会（法１７条）
安全委員会は、労働者の危険を防止するための基本となるべき対策、労働災害の原因及び再発防止対策で安全に係るものに関することのほか、労働者の危険の防止に関する重要事項等を調査審議し、事業者に対し意見を述べることをその役割としており、月１回以上開催し、委員会における議事で重要なものに係る記録を作成し３年間保存することとされています。

安全委員会の運営について必要なことは、安全委員会が自ら定めることとされています。

なお、安全委員会は事業場の労使が協力して安全問題を調査審議する場であって、団体交渉を行うところではないので、その趣旨にそって運営されることが必要です。

安全委員会の付議事項、安全委員会の構成は次のとおりです。




「安全に関する規定」には、保護具の着用、火気の使用禁止等、安全を確保するため労働者が遵守すべき事項だけでなく、各級管理監督者の安全に関する職務内容、危険な作業についての安全上の留意事項等について定めることが望ましいものです。

「安全教育」には、雇入れ時の教育、作業転換時の教育、危険有害業務に就業する際の特別教育、新たに職務に就くこととなった職長等に対する教育、指針に基づく教育のうち、安全に係るもののほか、随時必要な時期における労働者に対する安全教育を含みます。

「総括安全衛生管理者以外のもので、事業場においてその事業の実施を統括管理する者」とは、総「総括安全衛生管理者以外のもので、事業場において
「総括安全衛生管理者以外のもので、事業場においてその事業の実施を統括管理する者」とは、総括安全衛生管理者の選任を要しない事業場の場合について規定されているもので、また、「これに準ずる者」とは、副所長、副工場長など、事業場において事業の実施を統括管理する者以外の者で、その者に準じた地位にある者をいいます。
「安全に関し経験を有する者」とは、その事業における作業の実施又は作業に関する管理面で、安全の確保のために関係した経験を有する者を広くいいます。

安全委員会の議長は、上記の１の者がなるものとされています。

また、議長となる委員以外の委員の半数については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、ない場合には、労働者の過半数を代表する者の推薦に基づき氏名しなければなりません。

なお、議長に関する規定と委員の推薦に関する規定については、労働者の過半数で組織する労働組合との間における労働協約に別の定めがある場合には、その限度において適用しないこととなっています。
②　衛生委員会（法18条）
衛生委員会は、労働者の健康障害を防止するための基本となるべき対策、衛生に関する重要事項等を調査審議し、事業者に対し意見を述べることをその役割としており、月１回以上開催し、委員会における議事で重要なものに係る記録を作成し３年間保存することとされています。

衛生委員会の運営について必要なことは、衛生委員会が自ら定めることとされています。

なお、衛生委員会についても、事業場の労使が協力して衛生に関する事項を調査審議する場であって、団体交渉を行うところではないので、その趣旨にそって運営されることが必要です。

衛生委員会の付議事項、衛生委員会の構成は次のとおりです。


「衛生に関する規定」には、健康診断の実施に関する規定、有害な業務その他職業性疾病を発生するおそれがある業務等についての作業の実施要領、作業環境の点検及び測定の要領に関する規定が含まれます。

「衛生教育」には、雇入れ時の教育、作業転換時の教育、危険有害業務に就業する際の特別教育、新たに職務に就くこととなった職長等に対する教育、指針に基づく教育のうち、衛生に係るもののほか、随時必要な時期における労働者に対する衛生教育を含みます。

「その（健康診断）結果」については、職場の健康管理対策に資することが出来る内容のものであればよく、受診者個々の健康診断結果（個人の病名等プライバシーに関する事項）は含みません。

「労働者の健康の保持増進を図るために必要な措置」とは、労働安全衛生法に規定されている健康教育、健康相談や労働者自らが行う健康の保持増進のための活動に対する援助、勤務面での配慮等をいいます。


衛生委員会の議長、委員の推薦については安全委員会の場合と同様となっています。

委員の構成について、安全委員会と異なる点は、当該事業場の労働者で、作業環境測定を実施している作業環境測定士であるものを委員として指名できることにあります。

なお、産業医の出席を委員会開催の要件とするか否かについては、委員会の運営上の問題であり、委員会が定める事項です。
③　安全衛生委員会（法19条）
一つの事業場で、安全委員会、衛生委員会の両方を設けなければならない場合に、それぞれの委員会に代えて設けることのできるのが安全衛生委員会です。

従って、調査審議すべき事項、付議事項、構成は両委員会のもの全てとなります。
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第１章　総則
第１条　（目的）
この規程は労働安全衛生法及び労働安全衛生規則（以下法という）並びに社内規程に基づき、安全衛生管理についての基本的な事項を定め、もって従業員の安全と健康を保持すると共に、災害及び事故を未然に防止することを目的とする。
 

第２条（責務）
１　会社は安全衛生管理の体制を確立し、災害防止及び健康増進を図るために必要な措置を講ずる。
２　社長は安全管理者及び衛生管理者が、その職務を遂行可能な程度に権限を委任し、その職務の遂行状況について監督しなければならない。
３　各部課長は、法及び規定に基づき、所属部門の安全衛生管理を実施する。
４　従業員は法及び本規程を誠実に遵守すると共に、本規程の目的達成に努めなければならない。
 

第２章　　安全衛生管理体制
第３条　（法定管理者等の選任）
安全衛生管理を遂行するため、法に基づき管理者を次の通り置く。
①　安全管理者
②　衛生管理者
③　産業医
 

第４条　（安全管理者の職務）
安全管理者は、次の職務を行う。
　　　　①　建設物、設備、作業場所または作業方法に危険がある場合における応急措置または適当な防止の措置
　　　　②　安全装置、保護具その他危険防止のための設備・器具の定期的点検
　　　　③　作業の安全についての教育及び訓練
④　発生した災害原因の調査及び対策の検討
⑤　消防及び避難の訓練
　　　⑥　作業主任者その他安全に関する補助者の監督
　　　⑦　安全に関する資料の作成、収集及び重要事項の記録など
 

第５条　（衛生管理者の職務）
衛生管理者は、次の職務を行う。
①　健康に異常のある者の発見
②　作業環境の衛生上の調査
③　作業条件、施設等の衛生上の改善
④　労働衛生保護具、救急用具等の点検及び整備
⑤　衛生教育、健康相談その他労働者の健康保持に必要な事項
⑥　労働者の負傷及び疾病､それによる死亡､欠勤及び移動に関する統計の作成
⑦　衛生日誌の記載等職務上の記録の整備など
２　　少なくとも毎週１回作業場を巡視し、設備、作業方法または衛生状態に有害のおそれがあるときに、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じること。
 

第６条　（産業医の職務）
産業医は、次の職務を行う。
①　健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関すること
　　　　②　作業環境の維持管理に関すること
　　　　③　作業の管理に関すること
　　　　④　労働者の健康管理に関すること
　　　　⑤　健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること
　　　　⑥　衛生教育に関すること
　　　　⑦　労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること
　　　２　労働者の健康を確保するため必要があると認めるときは、事業者に対し、労働者の健康管理等について必要な勧告をすること。また、労働者の健康障害の防止に関して、衛生管理者に対する指導､助言すること。
　　　３　少なくとも毎月１回作業場を巡視し、作業方法または衛生状態に有害のおそれがあるときに、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じること。
 

第７条　（職場安全衛生委員会）
５０人以上の事業場は職場委員会を設置し、委員長に総務部長が当たることとし、委員は労使双方からなる○名で編成する。
２　委員会の開催
委員会の開催は月１回とし、委員長が招集する。
但し、委員長が必要と認めたときは都度開催する。
 

第８条　（委員会等の任務）
次の事項を審議し、意見を述べるものとする。
①　従業員の危険を防止し、または、従業員の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。
②　労働災害の原因および再発防止対策で安全または衛生に関すること。
③　前１号および２号に掲げるもののほか、従業員の危険の防止および健康阻害の防止に関する事項。
 

第３章　　安全衛生教育
第９条　（教育の姿勢）
管理、監督者は常時従業員に安全衛生に関する教育を反復実施すること。
２　管理、監督者は安全、衛生に関する事項を朝礼または夕礼若しくは職場懇談会、その他、適当な機会に説明し、安全、衛生意識が習性化するように努めなければならない。
３　自動車の運転等危険作業につかせる場合は、主管責任者は安全衛生教育を行わなければならない。
 

第１０条　（教育計画）
安全衛生教育計画は、対象・内容・形式・担当・教材・時期・時間数等について検討し、適切な計画をたてて実施する。
 

第１１条　（教育の方法）
安全衛生教育は社内で実施する以外に、社外講習・社外研修も併せて行うこととする。
この場合は、別に定める社外講習規程によるものとする。
 

第４章　　就業制限等
第１２条　（就業制限）
営業車輌及び安全衛生法第６１条及び施行令２０条による業務は当該業務に係る免許を有する者、若しくは技能講習修了証書を有する者でなければ、その作業に従事させまた、従事してはならない。
 

第１３条　（標識の掲示）
職場の見易い個所に安全、衛生に関する標識を掲示する。
 

第５章　　職場の安全衛生
第１４条　（安全衛生点検）
災害の未然予防を図るため、法に定める自主検査を含め、次の区分により点検を行う。
①　日常点検　　各職場において、就業前後に行う安全点検
②　定期点検　　予め定められた方法で、一定の期日を定めて行う点検
③　巡視点検　　安全衛生委員会による２ヶ月に１回、巡視する点検
点検結果は法に定める期間（３年間）保管せねばならない。
 

第１５条　（巡視点検）
委員会は２ヶ月に１回、委員会の委員による巡視点検をおこなう。
２　委員会は巡視点検の結果、改善の必要を認めた事項について、改善勧告書を発行する。
３　当該勧告を受けた部門の長は、改善又は応急処置した事項を委員会に報告しなければならない。
４　委員会は改善内容を確認し、委員長にその旨報告する。
５　巡視点検のチェックシート・点検方法等については委員会で決定する。
 
第６章　　その他
第１６条　（健康診断）
健康診断は定期健康診断と雇入時健康診断に分け、各々法に定める回数を行う。
２　健康診断の項目は法に定めるもの、及びそれ以外について、産業医又は検査医師が必要と認めるものについて行う。
３　従業員は健康診断を受けなければならない。
４　健康診断の結果、有所見者について、産業医は適切な指導を行う。就業制限・配置転換は医師の意見を聴取し、委員会が協議し、会社が決定・指示する。
 

第１７条　（交通安全）
従業員は定められた規則を遵守すると共に交通安全に努めなければならない。
２　安全運転推進については、別途定めた規程により運営する。
 

第１８条　（本規程の改廃）
本規程は委員会の承認を得て改廃する。
 

第１９条　（施行期日）
本規程は、　　　　○年　　　○月　　　○日より施行する。
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	委員会設置条件

	· ・     常時使用労働者５０人以上の事業場に設置
· ・     委員は労組双方からなる○名以上で編成

	運営方法

	· ・     委員会の開催は原則として毎月１回とする
· ・     委員長が必要と認めたときは都度開催する
· ・     重要な議題については議事録を作成する

	具体的な活動

	　別紙　安全衛生管理規程に基づく


 
 
安全衛生委員会運営規程
 

（趣旨）
第１条　この規程は、安全衛生管理規程第７条の規程に基づき、安全衛生管理を円滑に推進、かつ、運営するために設ける。
 

（性格）
第２条　安全衛生委員会（以下「委員会」と称す。）は安全衛生管理に関する社長の諮問機関とする。
２　この委員会は、安全衛生の水準向上のため必要と認める事項につき、議決を経て社長に建議することができる。
 

（構成）
第３条　委員会に議長を置く。
２　委員会の委員数は、議長のほか○名以上○名以内とする。
３　前項の議長を除く委員のうち、半数は会社が指名した者、他の半数は労働組合（労働組合がない場合は過半数を代表する者）が推せんし、会社が指名した者とする。
（注：会社側・組合側､同数とすること。）
 

（議長）
第４条　議長は社長が指名する。
２　議長はこの委員会を統理する
３　議長は委員会の運営上必要があると認めたときは、専門部会を設けることができる。ただし、専門部会は、設置目的の業務を完了したときに解散するものとする。
 

（任期）
第５条　委員会の委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。
２　委員に欠員を生じたときは速やかに補充する。
３　補充委員の任期は前任者の残任期間とする。
 

（会議の開催）
第６条　委員会は毎月少なくとも１回以上開かなければならない。
 

（委員会の任務）
第７条　社長は、次に掲げる事項について委員会に諮問するものとする。
①　労働者の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。
②　労働者の健康の保持増進に関すること。
③　労働災害の原因及び再発防止対策で、安全衛生に係るものに関すること。
④　危険予測活動の推進に関すること。
⑤　安全衛生に関する規程等の作成に関すること。
⑥　安全衛生教育の実施計画の作成に関すること。
⑦　新規に採用する機械、器具その他の機械設備等又は原材料に係る危険及び健康障害の防止に関すること。
⑧　その他、危険及び健康障害の防止に関する事項で社長が必要と認めた事項。
２　社長は、次に掲げる事項について、この委員会に報告するものとする。
①　労働災害及び重要な無傷害事故の発生状況、原因及び防止対策
②　安全衛生に関する成績の近況とその問題点
③　作業環境の測定結果
④　健康診断の実施結果
⑤　健康の保持増進に関する実施状況
⑥　その他安全衛生に関する有意義な事項
３　この委員会は、次の事項を行わなければならない。
①　事業場内を定期又は随時に安全衛生の観点から巡視し、その結果を社長に報告すること。
②　災害の原因及び類似災害の防止対策について、必要があると認めるときは、当該現地の検証を行うこと。
③　安全衛生に関し労使協力の気運を醸成するため努力すること。
 

（腕章等の着用）
第８条　委員会の委員は、就業中委員たる腕章・バッチ又はワッペン等を着用しなければならない。
 

（事務局）
第９条　委員会は事務局を設け、幹事○名及び事務担当者若干名をおく。
２　　幹事は、委員会における議事で重要なものに係る記録を作成し、これを３年間保存しなければならない。
 

（その他の事項）
第１０条　法令及びこの規程に定める事項外のことで、この委員会の運営に必要なその他の事項については委員会がこれを定める。
 

附　　　　則
１　この規程は、　　　　○年　○月　○日から実施する。


















安全委員会、衛生委員会、安全衛生委員会とは・・・

































































安全委員会の付議事項





１　安全に関する規定の作成に関すること


２　安全教育の実施計画の作成に関すること


３　新規に採用する機械、器具その他設備又は原材料に係る危険の防止に関すること


４　厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督官又は安全衛生専門官から文書により命令、指示、勧告又は指導を受けた事項のうち、労働者の危害の防止に関すること





安全委員会の構成





１　総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外のもので、事業場においてその事業の実施を統括管理する者若しくはこれに準ずる者のうちから事業者が指名した者（この場合の委員は一人）


２　安全管理者のうちから事業者が指名した者


３　事業場の労働者で、安全に関し経験を有する者のうちから事業者が指名した者





衛生委員会の付議事項





１　衛生に関する規定の作成に関すること


２　衛生教育の実施計画の作成に関すること


３　新規化学物質の有害性の調査又は厚生労働大臣の指示に基づく有害性の調査並びにその結果に対する対策の樹立に関すること


４　有害な業務を行う作業場の作業環境測定又は都道府県労働基準局長の指示に基づく環境測定の結果及びその結果の評価に基づく対策の樹立に関すること。


５　定期健康診断、都道府県労働局長の指示を受けて行われる臨時の健康診断、自発的健康診断及び労働安全衛生法に基づく労働安全衛生規則以外の省令（鉛中毒予防規則等）に基づいて行われる医師の診断、診察又は処置の結果並びにその結果に対する対策の樹立に関すること


６　労働者の健康の保持増進を図るために必要な措置の実施計画の作成に関すること


７　新規に採用する機械等又は原材料に係る健康障害の防止に関すること


８　厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督官又は安全衛生専門官から文書により命令、指示、勧告又は指導を受けた事項のうち、労働者の健康障害の防止に関すること





衛生委員会の構成





１　総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外のもので、事業場においてその事業の実施を統括管理する者若しくはこれに準ずる者のうちから事業者が指名した者


（この場合の委員は一人）


２　衛生管理者のうちから事業者が指名した者


３　産業医のうちから事業者が指名した者


４　事業場の労働者で、衛生に関し経験を有する者のうちから事業者が指名した者
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